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福祉施設人材確保・サービス向上補助金
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                                      健康福祉部 

事 業 名 福 祉 人 材 ４ ， ０ ０ ０ 人 確 保 事 業 費 

予 算 額 ２，４３７，６９５千円 新規・継続の別 新規 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 
１ 趣 旨 
  給与水準が相対的に低く、人材も定着しにくい状況にある福祉・介護人材の参

入・定着を図るため、人材の確保や処遇改善等の取組を総合的に推進 
 
２ 目 標 

２３年度までに新たに 4,000 人（うち有資格取得者 2,000 人）の確保 
 

事　業　概　要区分

福祉人材・研修センター運営
事業

91,574

人
材
確
保
等

「福祉人材プラットフォーム（仮称）」を設置し、介護福祉士等
の養成学校、職能団体、事業者団体などの幅広い関係機関と共
同・連携して総合的な事業を展開

・福祉人材バンク登録
・福祉施設職員等への研修等による資質向上

 民間社会福祉施設等が行う労働環境整備や離職防止等の取組に
対する支援

小　　　計 399,833

200,000

事　業　名

福祉施設人材確保・サービス
向上補助金(人材確保関連分)

H21予算額

108,259
　新

介護・福祉サービス人材確保
プラン推進事業

 代替職員の雇用を助成し、産休・病休等の取得を支援

民間社会福祉施設職員共済事
業

776,740
 社会福祉施設職員等退職手当共済法による施設職員退職金の一
部負担

1,242,422

小　　　計 795,440

処
遇
改
善

産病休代替職員設置費 18,700

2,437,695合　　　計

 府社会福祉協議会が行う民間社会福祉施設整備資金の原資の貸
付

②整備資金借入金利子補給金 292,422
 民間社会福祉施設の整備に係る福祉・医療機構からの借入金利
子支払いに対する補助

職
場
環
境
改
善

民間社会福祉施設整備促進
①整備資金貸付事業費

950,000

小　　　計

担当課・係名 介護・福祉事業課 振興担当 

こども未来課 子育て支援担当 
課・係電話番号

075-414-4561 

075-414-4581 

                   健康福祉―１ 

平成２１年度当初予算案主要事項説明 

目 的 

 

対 象 

 

方法等 



 
                                      健康福祉部 

事 業 名 介護・福祉サービス人材確保プラン推進事業費（再掲） 

予 算 額 １０８，２５９千円 新規・継続の別 新規 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 
１ 趣   旨 

介護・福祉分野において安定したサービスが可能となるよう、人材

確保や定着を図るための総合的な対策を実施  
                                                                 
２ 事業概要 

「福祉人材プラットフォーム」（仮称）を設置し、介護福祉士等の

養成学校、職能団体、介護・福祉事業者団体などの幅広い関係機関と

共同・連携して総合的な事業を展開 
 
【人材確保目標】 
２３年度までに新たに 4,000 人（うち有資格取得者 2,000 人）を確保

 
  人材確保 定着支援 

福  祉  系 

学      生 

 

 

 

 

 

・卒業後フォロー 

潜  在  的 

有 資 格 者 

 

 

 

 

 

一般求職者 

離 職 者 

 

 

 

 

 

事 業 費 ７８，８２７千円 ２９，４３２千円
 

担当課・係名 介護・福祉事業課 振興担当 課・係電話番号 075-414-4561 

                   健康福祉―２ 

平成２１年度当初予算案主要事項説明 

・進路選択相談 

・福祉施設インターンシップ 

 

＊修学資金貸与（⑳２月補正予定） 

・再就職相談 

・介護技術再習得支援 

・
事
業
所
合
同
の
就
職
説
明
会 

・「福祉の仕事」就職相談会 

・「介護の基礎知識」習得支援 

・就業体験 

・
巡
回
職
員
相
談 

・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
相
談 

・
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
支
援 

 

目 的 

 

対 象 

 

方法等 

・
ジ
ョ
ブ
パ
ー
ク
「
福
祉
カ
フ
ェ
」

〈事業者の共同事業〉 



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

みんなで支える障害者支援緊急対策事業費事 業 名

新 規予 算 額 ７９，４７３千円 新規・継続の別

１ 趣 旨
障害福祉計画に基づき、地域移行支援や就労支援の取組を

更に進めるため、府民みんなで障害者を支える緊急対策を実施

２ 事業内容
事 業 内 容

目 的

対 象

方法等

担当課・係名 障害者支援課 企画担当 課・係電話番号 075-414-4611
〃 計画・地域支援担当 075-414-4598
〃 認定・精神担当 075-414-4732
〃 福祉サービス担当 075-414-4596
〃 社会参加担当 075-414-4603

高齢者支援課 介護認定・審査担当 075-414-4674

健康福祉－３

（単位：千円）

予 算 額

地域移行支援事業費
施設入所者が安心して地域生活へ移行できるよう、退所後
も施設職員が継続して支援を実施する場合に助成

2,500

グループホーム・ケア
ホーム入居支援事業費

施設入所者がグループホーム等に入居する際に必要とな
る、生活用品等の購入に対する助成

4,612

障害者一般就労・職場定
着促進支援事業費

障害者の一般就労・職場定着を図るため、施設が社会適
応訓練等に関する講座の企画・開催等を実施した場合に
助成

2,000

「ほっとはあと」ものづくり
支援事業費

障害者施設に対し、ものづくり指導員を派遣し、ほっとはあ
と製品づくりを支援

50,000

目標工賃達成助成事業費
就労継続支援（Ｂ型）事業所が目標工賃を定め、平均工賃
月額を２０％以上引き上げた場合に助成

2,250

身体拘束防止対策事業費
高齢者及び障害者施設における身体拘束を防止するため、
専門家による対策の検討や事例集作成に要する経費

1,000

社会福祉施設サービス向
上推進事業費

社会福祉施設における利用者へのサービス内容の改善を
図るため、施設の実態調査を実施し、利用環境の向上を促
進

12,000

新体系移行促進事業費
新体系移行に伴うコストの増加等に対応するため、移行し
た新体系事業所へ助成を実施

5,111

障害福祉施設の新体系への移行促進

内             容

障害者の住みやすいまちづくり

障害者の就労支援の充実

障害者の権利支援



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

療養病床あんしん確保緊急対策事業費事 業 名

新 規予 算 額 ４９，６００ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨
療養病床の入院患者に必要な医療・介護サービスを確保するため

のセーフティネットとして、臨時的・緊急的に必要な療養病床の確

保を図る

２ 事業概要
（１ 「がんばる医療療養病床」支援）

医療療養病床の維持を図る医療機関（平成23年度末

内 容 まで病床が維持され、医療区分１患者の割合が病床

数の40％を超える場合）に対する助成

５５，０００円／床・年
補 助

基準額

補助率 １／２ （H21 1/2、H22 1/3、H23 1/4）

予算額 ３６，６００千円事業内容
目 的

（２ 「さきがけ医療療養病床」支援対 象 ）

方法等 介護療養病床から医療療養病床へ移行する医療機関

内 容 （平成23年度末までに移行が行われる場合）が行う

設備整備等に対する助成

補 助 病床数に応じた補助基準額（上限）を設定

基準額 上限：４，０００千円～１０，０００千円

補助率 １／２

療養環境の改善を図るための設備等の購入、設置等
対 象

に係る経費
経 費

特殊浴槽、天井走行リフト、電動ギャッジベッド 等【例】

予算額 １３，０００千円

担当課・担当 高齢者支援課 介護計画・管理担当 課・担当電話番号 075-414-4578

健康福祉－４



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

子 育 て 支 援 緊 急 対 策 事 業 費事 業 名

１，７１２，８８４ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

拡充 21,000千円発達障害児早期発見・早期療育支援事業費

保健所における発達クリニックの実施、市町村が実施する保育所

・幼稚園におけるスクリーニングや巡回指導に対する補助事業内容
新規 1,500千円南部難聴幼児サポートセンター事業費

相談・療育機関のない府南部地域において、聴覚障害児の保護者

相談、幼児の障害に応じた聴覚、ことばの指導等を実施

目的・対象

実 施 方 法

そ の 他

新規 793,000千円妊婦健康診査支援特別対策費

「京都府こども未来基金」を財源とした市町村が実施する妊婦健

診に対する助成

拡充 25,892千円家庭支援相談機能充実事業費

地域に密着した相談支援機関を北部に加え南部にも設置

新規 868,000千円子育て支援特別対策費

・ 京都府こども未来基金」を財源とした保育所等整備事業、保「

育の質の向上のための研修事業等の実施

・特別保育、広域入所等に積極的に取り組む市町村に対し重点

的に補助

新規 3,492千円多様な保育サービス推進事業費

広域入所支援事業、保育士等再就職支援事業、保育所等問題解

決支援事業等を実施

新規 41,000千円広域入所円滑推進事業費（再掲）

居住地外保育所への入所希望に対応するため、府内ルールの策

定、ハード整備事業等の実施により、広域入所の促進を図る。

担当課・係名 こども未来課 企 画 担 当 課･係 電話番号 075-414-4591

障害者支援課 認定・精神担当 075-414-4732

社会参加担当 075-414-4603

健康福祉－５



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

発達障害児早期発見・早期療育支援事業費（再掲）事 業 名

継続（拡充）予 算 額 新規・継続の別２１，０００千円

１ 趣 旨

発達障害児を早期に発見・療育を行うため、市町村等と共同して
保育所・幼稚園における５歳児を対象にしたスクリーニングや事後
支援等を実施

２ 事業内容
(1) 「発達障害児支援事業連絡会」の設置 ２００千円

事 業 内 容

目 的
対 象
方法等

(2) 専門的・広域的事業 ４，８００千円

(3) 市町村に対する支援【拡充】 １６，０００千円

（⑳～○）○ 事業実施期間 ３年間 22

担当課・係名 障害者支援課 認定・精神担当 課・係電話番号 075-414-4732

健康福祉－６

構 成府、市町村、医師会、臨床心理士会（事務局：府）

府全域のマネージメント

（対象となる市町村の選定、医師・臨床心理士の確保及び
派遣調整）

事 業 内 容

技 術 指 導市町村事業の進め方、人員配置等の指導

発達クリニック医療面からの専門的チェック・相談

保育士・幼稚園教諭等に対する研修

府民に対する啓発
研 修 ・ 啓 発

補助対象事業
保育所・幼稚園におけるスクリーニング、相談、事後支援
事業

補助対象経費医師・臨床心理士の謝金・旅費

補 助 率１／２

実施予定市町村20年度　１３市町村→21年度　２０市町村



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

南部難聴幼児サポートセンター事業費（再掲）事 業 名

１，５００千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

、聴覚障害児の相談・療育機関がない府南部地域において

早期療育や保護者相談等を実施する拠点を整備し、聴覚障

害児及び保護者を支援

２ 事業内容事 業 内 容

事業内容 ・聞こえ、言葉に関する療育目 的

・聴力測定対 象

・聞こえに関する保護者相談方 法 等

（言語聴覚士、保育士が対応）

対 象 者 聴覚障害児（就学前）及び保護者

実施場所 京田辺市（元農業総合研究所花き部）

担当課・係名 障害者支援課 社会参加担当 課・係 075-414-4603

電話番号

健康福祉－７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 妊婦健康診査支援特別対策費（再掲）

新 規予 算 額 ７９３，０００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

市町村が実施する妊婦健診について、最大１４回に拡充するために

必要な経費を助成

２ 事業概要事業内容

「京都府こども未来基金」を造成し、経費の１／２を市町村に対し補助

目 的

対 象 ＜ 現状 ＞ ＜ 拡充案 ＞

方 法 等

９回 ９回

個人負担又は

市町村任意助成 市町村 1/2府 1/2

５回 ５回

市町村 市町村

３ 事業期間

平成２２年度までの２年間の緊急措置

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4727

健康福祉－８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 子育て支援特別対策費（再掲）

新 規予 算 額 ８６８，０００千円 新規・継続の別

趣 旨 等１

子どもを安心して育てることが出来る体制整備を実施

事業内容

事業概要２

事業名 概 要

目的・対象

保育所等整備 ①保育所等緊急整備事業実 施 方 法

事業 平成２２年度末までを集中重点期間とした保そ の 他

育所等の緊急整備を実施

②放課後児童クラブ設置促進事業

空き教室等を放課後児童クラブとして使用す

るために必要な建物改修等の経費の補助を実施

家庭的保育改 家庭的保育（保育ママ）事業を推進するため、

修等事業 実施場所にかかる改修費用等の補助を実施

保育の質の向 保育の質の向上のために保育士を対象に研修を

上のための研 実施

修事業

所 要 額３

８６８，０００千円

担当課・係名 こども未来課 企画担当 課･係 電話番号 075-414-4591

健康福祉－９



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

多様な保育サービス推進事業費（再掲）事 業 名

３，４９２ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

趣旨等

▲

多様な保育サービスと放課後児童健全育成事業の充実を図るための

施策や事業を実施

事業内容

事業の概要

▲

広域入所支援事業 広域入所を円滑に行うための標準準則を市

町村、利用者等で構成する協議会で策定し、目的・対象

１，０００千円 その普及を図るとともに、市町村間で調整が実 施 方 法

不調の場合の調整の場を設置そ の 他

、保育士等再就業支 離職した保育士等の再就業を支援するため

援事業 保育現場の体験プログラムや保育に係る最新

７００千円 の情報を提供するセミナーを開催

保育所等問題解決 保育士・放課後指導員の「資質 「困難ケ」、

支援事業 ースへの対応力 「発達障害児などに対する」、

保育・指導力 「児童虐待の未然防止能力」」、

１，７９２千円 などの向上を図るためアドバイザーを派遣

また、保護者支援のための市町村の取組に

外部の専門家や府職員を講師として派遣

担当課・係名 こども未来課 企画担当 課･係 電話番号 075-414-4591

健康福祉－１０



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

広域入所円滑促進事業（再掲）事 業 名

４１，０００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

趣旨等

▲

就労等の事情により、居住地以外の市町村の保育所への入所を希望

する子育て世帯の保育ニーズへ対応するため、ソフト・ハード事業の

事業内容 両面から広域入所の促進を図る。

事業の概要

▲

○ソフト事業

目的・対象

事 業 名 多様な保育サービス推進事業費（広域入所支援事業）実 施 方 法

そ の 他

事業内容 ・広域入所を円滑に実施するための府内ルールの策定

・市町村間の調整が不調に終わった場合の広域調整

予 算 額 １，０００千円

○ハード事業

事 業 名 広域入所対応型保育所整備事業

事業内容 広域入所定員枠を設けるため増改築等を行う民間保育

所に対する助成制度を創設

予 算 額 ４０，０００千円

広域入所定員 ２０人×２箇所

補助基準額 １人当たり１，０００千円程度

補 助 率 府１／２、市町村１／４、法人１／４

担当課・係名 こども未来課 企画担当 課･係 電話番号 075-414-4591

健康福祉－１１



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
政策企画部
健康福祉部

健康長寿日本一総合対策事業費事 業 名

1,454,698千円 新規・継続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨
健康長寿日本一を目指して、特定健診やがん検診等の受診を向上させるため、予防・

普及啓発に取り組むとともに、健診（検診）体制、がん医療体制の整備を推進する。

（単位：千円）２ 事業概要

事 業 内 容 21事業費

○検診広域化検討チーム（仮称）を設置し、検診 8,400健診等受診率向上対策
の広域化・セット化・休日検診の普及に向けた事業【新規】

予 取組を推進
防 ○府独自に啓発強化月間を設定し、民間と連携し
・ 健診の重要性を集中的にＰＲ
啓 ○職場で取り組む健康づくり事業所表彰
発

○学研都市及び北部地域等において、産学公連携 24,369事業内容 ・ 予防医学等研究推進事

健 による予防医学の研究開発を推進業費【拡充】
診

○市町村国保・国保組合が行う特定健診等に対す 458,316（ ）検診 国民健康保険生活習慣
体 る助成病対策事業

目 的 制
対 象 ○市町村が実施する妊婦健診に対する助成 793,000妊婦健康診査支援特別

対策費【新規】方法等

○府民が安心できる医療制度を構築するため、疾 10,500あんしん医療制度構築
病構造を分析するとともに、国民健康保険制度共同検討事業【新規】
のあり方を国と共同で検討

医 ○がん診療拠点病院や協力病院の運営などがん対 150,450がん医療体制整備推進
療 策の取組を強化し、患者への相談支援機能の充事業【新規】
体 実等、体制を整備
制 ・緩和ケアを担う人材の育成

・専任職員によるがん登録の充実
・ 、がん医療情報等の提供・相談を行セカンドオピニオン
う専門職員の配置

○全国初・全国唯一のがん放射線療法認定看護師 4,210がん放射線療法認定看
の養成護師養成事業【新規】

○訪問看護等でがん患者などのケアを担う専門看 5,453専門看護師養成事業
護師の養成

計 1,454,698

調整課 先端政策担当 075-414-4343担当課・係名 課･係 電話番号
健康福祉総務課 重点課題担当 075-414-4548
こども未来課 子育て支援担当 075-414-4581
健康対策課 健康づくり担当 075-414-4724
健康対策課 疾病対策担当 075-414-4725
医療課 医務・看護担当 075-414-4749
医療保険課 国保担当 075-414-4627

健康福祉－１２



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 あんしん医療制度構築共同検討事業費

予 算 額 １０，５００千円 新 規新規・継続の別

１ 趣 旨

府民が安心できる医療制度を構築するため、

疾病構造を分析するとともに、都道府県への一

元化も視野に入れた国民健康保険制度のあり方

を国と共同で検討する。事 業 内 容

２ 内 容目 的

保険者、市町村、大学等から構成される研究会対 象

を設置して、保健医療行政統計や医療レセプト方 法 等

データ等の解析及び制度構築に関する調査検討

を行う。

【解析・検討事項】

①府民の疾病構造と医療サービス提供の現状

②国民健康保険等の将来推計と望ましい医療

保険制度のあり方

◎総事業費 ９０，５００千円

075-414-4548担当課・係名 健康福祉総務課 重点課題担当

075-414-4627医療保険課 国保担当
課･係 電話番号

健康福祉－１３



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

文化環境部・健康福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

継 続予 算 額 ３７，７００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生かし

て、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密着し

た子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域における子育

て支援をより一層促進

２ 事業内容等

保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置

事 業 内 容

子育てサポートセンター事業

目 的

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等

目 的 ◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし

た身近な相談体制等の整備

内 容 ◎隔週の土曜日 年 回 ◎親子関係支援センター事業（ ）、24
専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

文教課 幼稚園・専修学校担当 075-414-4517
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来課 子育て支援担当 075-414-4727

健康福祉－１４



平成２１年度当初予算案主要事項説明

文化環境部・健康福祉部

医 師 確 保 対 策 費事 業 名

新規・継続予 算 額 新規・継続の別５２０，２４１ 千円

１ 趣 旨
医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、市町村

や主要病院等と連携し、総合的な医師確保対策を推進

２ 事業内容

◎ 医師バンクの充実 429,441千円
(1) 中堅医師の確保 （ 86,000千円）

地域医療従事医師に対する研修・研究支援事 業 内 容

△

「特命病院助教」の設置 〈医科大学〉

△

(2) 指導医の確保 （ 90,631千円）

指導医の派遣経費を派遣元病院に対して補助目 的

△

医師確保助教枠の設置〈医科大学〉対 象

△

〈医科大学〉方 法 等 (3) 若手医師の確保 （248,160千円）

(4) 女性、退職医師の復職支援（ 3,150千円）

(5) 医師バンク等運営費 （ 1,500千円）

◎ 地域医療を担う若手医師の育成 85,800千円
(1) 地域医療確保奨学金制度

貸与対象者 専門研修医、臨床研修医、大学院生、大学生

貸 与 額 月額１５万円

(産婦人科、小児科等の特定診療科は月額５万円加算)

貸 与 枠 ４７名

（20年度当初比 4名増）

◎ 医科大学の定員を５名増（医科大学）

◎ 地域医療を担う医師等の育成 5,000千円

京都府立医科大学 管理課 課・係直通電話番号 075-251-5211

担当課・係名 健康福祉部医療課 地域医療担当 075-414-4744

〃 府立病院担当 075-414-4750

健康福祉－１５



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

府民生活部・健康福祉部

事業名 ドメスティック・バイオレンス対策事業費

新規･継続の別 継 続予算額 16,880 千円

１ 趣 旨

配偶者暴力相談支援センター（ＤＶ相談支援センター）を中心に市町村や関係機関

の連携、協力のもと被害者の相談、保護、自立支援等を実施する。

２ 事業概要

区 分 内 容 所 管

府民生活ÌＤＶ専用電話相談の実施（男女共同参画センター）

被害者支援基礎セミナーの実施（内閣府共催事業）Ì

夜間・休日相談の窓口設置
相 談 窓 口

Ì

婦人相談員の配置・研修（二次被害防止） 健康福祉Ì

市町村相談員等に対する研修Ì

事業内容

専門的指導の確保 心理療法士によるカウンセリング 健康福祉Ì

目 的

対 象 一時保護委託先の確保（母子生活支援施設等）Ì

方法等 一 時 保 護 機 能 保育士の配置（同伴児対策） 健康福祉Ì

民間シェルターと連携・協力した被害者支援Ì

自立支援グループワークの実施 府民生活Ì

通訳の派遣（外国人被害者への対応）
被害者の自立支援

Ì

診断書料の給付（保護命令申立て、就職時の健康 健康福祉Ì

診断等）

被害者支援ネットワーク（民間支援機関との連携、Ì

協 力 機 関 の 一時保護所退所先の確保・迅速な広域連携） 府民生活

連 携 ・ 協 力 福祉施策の円滑な適用（生活保護等） 健康福祉Ì

ＤＶ相談支援センター機能の広報啓発Ì

府民生活啓 発
ÌＤＶ啓発カードの作成・設置

啓発講座Ì

男女共同参画課 企画・推進担当 075-414-4291
担当課・係名 課・係 電話番号

075-414-4582家 庭 支 援 課 家庭福祉担当

健康福祉－１６



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 きょうと子育て応援パスポート充実費

継 続予 算 額 ２，４４０千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

社会全体で子育て家庭を応援するため、平成１９年７月に開始した

「きょうと子育て応援パスポート事業」の一層の拡充

２ 事業概要

事業内容 ① 協賛店舗の拡大

・子育て支援団体や利用者と連携した企業・店舗への働きかけ

・組織化された企業・店舗が少なく効率的な加入促進が難しい北部

地域へのダイレクトメールによる協賛依頼

目 的

② ケータイ認証システム対 象

パスポートの有効期限（２２年７月末）及び関西広域化を見据えた方 法 等

携帯電話による認証システムの開発と移行準備

③ 関西広域化に向けた広報

関西エリアでの相互利用等に向けた協賛店舗及び利用者への周知等

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4727

健康福祉－１７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

児 童 虐 待 総 合 対 策 事 業 費事 業 名

５５，８７０ 千 円 継続（拡充）予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨
急増・困難化する児童虐待に迅速かつ的確に対応するため、関係機関と連

携を図り、未然防止、早期発見・早期対応、再発防止に至るまで、一貫した
施策を総合的に推進する。

２ 事 業 概 要
事 業 内 容

区 分 事 業 内 容

目 的 児童虐待予防対策推進 養育上課題のある家庭に対する心理カウンセ

▲

対 象 事業費 ラー、医師、保健師等による相談・支援
方 法 等

府域全体を網羅する「児童虐待防止ネットワ

▲

ーク会議」の開催

市町村の活動強化に向けて、虐待防止アドバ

▲

イザーの派遣

児童虐待早期対応体制 児童相談所において初期対応等を行う児童虐

▲

強化費 待対応協力員の配置

相談体制・協力体制強化のための児童相談所

▲

・市町村・関係機関等職員への研修

外部アドバイザーの招へい（専門的助言や援

▲

助を行う弁護士）

児童相談業務に対応するＩＴシステムの運営

▲

家庭支援相談機能充実 地域の児童問題に対して相談援助を行う児童

▲

事業費【拡充】 家庭支援センターの運営 (休日 夜間対応可)、
＜舞鶴学園・新 大和の家に付設＞

「児童相談所業務外部 児童相談所の業務について外部の有識者によ

▲

評価委員会」運営費 り評価

児童虐待再発防止・自 虐待を行った保護者へのカウンセリングを行

▲

立支援事業費 う精神科医の配置

こども未来課 子育て支援担当 075-414-4727担当課・係名 課･係 電話番号
家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582

健康福祉－１８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

京都子育て支援医療助成費事 業 名

１，３２４，７８６千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

子育て世代の医療面における経済的負担及び精神的

目 的 等 負担感の軽減を図り、子育て支援を行うため、市町村

が実施する「京都子育て支援医療費助成事業」に対し

て助成

事業内容

制 度 府 独 自 制 度

目 的

対象者及び対 象

一部負担金方 法 等

（上限）

※所得制限なし

医療保険課 高齢者・福祉医療担当 075-414-4576担当課・係名 課･係 電話番号

健康福祉－１９

入院

通院

※金額は「一部負担金額（上限）」

小学１～６年生

１医療機関
２００円／月

１医療機関２００円／月

３，０００円／月

対象年齢
６歳

就　　　　学　　　　前

０歳 ５歳１歳 ２歳 ３歳 ４歳



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 保育サービス充実・強化事業費

継続予 算 額 １，４５６，６７８千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

市町村が実施する多様な保育サービス等に対する助成

２ 事業概要

事 業 名 助成対象事業 予算額

保育所運営助成費 民間保育所運営費 1,314,768

事 業 内 容 病児・病後児保育 保育所等における病児・病後児
事業費 に対応する保健師・看護師の 51,144

配置
目 的
対 象 一 時 保 育 促 進 保護者の急な不在や育児疲れの 75,604
方法等 事業費 解消を図るための一時保育に係

る保育士の配置

障害児保育事業費 障害児保育を行う場合のスロー 3,000
プ等環境整備事業

乳 児 保 育 促 進 乳児保育のための保育士の配置 8,820
事業費

特定保育事業費 保護者のパートタイム就労時な
ど、一定の日時の保育に対応す 1,620
る保育士の配置

休日保育事業費 日曜・祝日等の保育のための保 1,722
育士の配置

こども未来課 子育て支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号

健康福祉－２０



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

妊 娠 出 産 ・ 不 妊 相 談 事 業 費事 業 名

１，７２０ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

不妊に関する専門的な相談指導や適切な情報だけでなく、妊娠や出産に

関する課題に対して気軽に相談することができる窓口を整備

２ 事業内容

区 分 内 容

事 業 内 容

● 不妊に関する相談

（ ）事業内容 ● 妊娠や出産に関する相談 妊娠葛藤相談を含む

目 的 ● 避妊についての相談

対 象 ● 不妊、妊娠、出産等に関するメンタルケア

方 法 等

● 不妊で悩む男女対 象
● 思春期から更年期に至る女性

実施場所 府立医科大学附属病院内

電話相談 助産師等による電話相談（週３日）

面接相談 産婦人科医師等による面接相談(予約制)

担当課・係名 こども未来課 子育て支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

健康福祉－２１



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

家庭支援総合センター（仮称）整備費事 業 名

１，５５７,０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

家庭問題に関する様々な相談に総合的（ワンストップ）に対応す

る等、家庭問題等に関する総合的な支援機関として、「家庭支援総

合センター 」を整備（仮称）

児童相談所、婦人相談所、身体障害者更生相談所、知的障害者

、 （ ）更生相談所を統合するとともに 母子生活支援施設 吉田母子寮

事業内容 及び府警の少年サポートセンターを合築

目 的

建物概要対 象 ２

方 法 等
（京都市東山区東大路五条上る梅林町）整備場所 元洛東病院跡地

※同一敷地内で東山警察署を整備敷地面積 約９,７００㎡

構造･規模 鉄筋コンクリート造３階建、延床面積 約５,７００㎡

企画･管理部門、相談･指導部門、判定･治療部門、

施設構成 一時保護部門 母子生活支援施設部門、、

少年サポートセンター

（工期：２０～２１年度）総工事費 １,６８７,０００千円

家庭支援課 家庭福祉担当 075-414-4582担当課・係名 課･係 電話番号

健康福祉－２２



平成21年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

小児救急医療体制整備事業費事業名

継 続予算額 ８８，１８５ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

① 小児救急医療電話相談事業

子どもの急な発熱やけが等に対する親の不安を解消するとともに、

小児救急医療提供体制の改善を図るため、小児担当看護師等による電

話相談を実施

事業内容

② 小児救急医療体制強化支援事業

２次医療圏ごとに平日夜間や休日の小児診療体制を充実・強化する

取組に対して支援目 的

対 象

２ 事業概要方 法 等

① 小児救急医療電話相談事業

事業内容 相談時間 午後７時～午後１１時（準夜帯）

□

（土曜日は午後３時～午後１１時）

□実施方法 ＃8000番から当番病院の固定電話に転送

② 小児救急医療体制強化支援事業

２次医療圏単位で輪番制等により平日夜間・休日の当直体制（オ

△

ンコール体制含む）を整備する場合に医師等の配置に要する経費に

対して補助

※ 実施医療圏

丹後、中丹、南丹、山城北、山城南

地域の実情を踏まえ、内科医等との連携を図り体制を確保

△

京都市が行う休日急病診療所における小児科診療の運営費に対し

△

て補助

医療課 地域医療担当 075-414-4744担当課・係名 課・係直通電話番号

健康福祉－２３



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

身体拘束防止対策事業費（再掲）事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１，０００千円

１ 趣 旨

高齢者及び障害者施設における身体拘束をゼロに近づけるため、

施設職員の意識向上及び自主的な取組の促進を図る。

２ 事業内容事 業 内 容

◆ 身体拘束防止推進会議の設置 ５００千円

学識者、施設関係者等で構成する会議を設置し、身体拘束防目 的

止に係る共通認識の確認、取組の方向性等を協議対 象

方 法 等

◆ 事例集作成 ５００千円

身体拘束改善事例の収集、施設への周知

担当課・係名 課・係 075-414-4674高齢者支援課 介護認定・審査担当

電話番号 075-414-4596障害者支援課 福祉サービス担当

健康福祉－２４



平成２１年度 当初予算案主要事項説明
健康福祉部

障 害 者 自 立 支 援 特 別 対 策 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続（一部新規）８６０，０００千円

１ 趣 旨
障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援する

ため、緊急的かつ臨時的な事業を実施する。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

目 的
対 象
方法等

障害者支援課 企画担当 075-414-4611
担当課・係名 〃 計画・地域支援担当 課･係 電話番号 075-414-4598

〃 認定・精神担当 075-414-4732
〃 福祉サービス担当 075-414-4596
〃 社会参加担当 075-414-4603

健康福祉－２５

（単位：千円）

区分 事 業 内 容 予  算  額

・新体系移行に伴う既存施設の改修工事費等に対する助成

・グループホーム・ケアホーム開設時の改修工事費やアパート
等の借上げ経費に対する助成

・施設入所者がグループホーム等に入居する際に必要とな
る、生活用品等の購入に対する助成【新規】

・地上デジタル放送対応の聴覚障害者用情報受信装置の購
入費に対する助成【新規】　　　　　　　　　　　　　　　　　   など

・報酬の日払い方式導入に伴う収入減に対し、従前の収入額
の９割まで保障

・施設利用促進のための送迎サービス費用に対する助成

・事業者の会計処理システム改良費等に対する助成

・施設入所者が安心して地域生活へ移行できるよう、退所後も
施設職員が継続して支援を実施する場合に助成【新規】

・就労継続支援（Ｂ型）事業所が目標工賃を定め、平均工賃月
額を20%以上引き上げた場合に助成【新規】　　　　　　など

・制度改正に伴い市町村が実施する支払システムの改修や
広報啓発等に要する経費に対する助成

・市町村が実施する相談支援の充実・強化を図る事業に対す
る助成

・居住サポート事業立ち上げ経費等に対する助成【新規】

・地域自立支援協議会の機能強化を図る事業に対する助成
【新規】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

基
盤
整
備

施
設
運
営

普
及
啓
発
・
そ
の
他

82,383

520,355

257,262



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者福祉サービス等利用支援事業費

新規・継続の別 継続予 算 額 １６８，７５３千円

１ 趣 旨

障害者の在宅福祉サービス利用等における自己負担額の増加等に

対し、国制度を補完するため、府独自の支援策を実施

２ 事業概要

事 業 内 容

目 的

対 象

方 法 等

府１／２、市町村１／２３ 負担割合

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4600障害者支援課 福祉サービス担当

健康福祉－２６

（単位：千円）

事業区分 予算額 事　業　概　要

在宅福祉サービス 10,527 国制度にない所得階層を設定

自立支援医療 150,731

補装具給付 4,521

総合上限制度 1,399
上記３区分を重複利用する場合の負
担上限額を設定

施設入所の知的障
害児（者）の医療費

1,575 ３割負担を１割負担とする

計 168,753

・負担上限額を国基準の1/2

・国制度にない所得階層を設定



平成２１年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 障害児福祉サービス等利用支援事業費

新規・継続の別 継続予 算 額 ３，３１０千円

１ 趣 旨

障害児施設利用に係る保護者の急激な負担増に対し、子育て支援・激変

策を実施緩和の観点から、府独自軽減

２ 事業概要事 業 内 容

目 的 ◇ 利用者負担額＜例＞

（単位：円／月）対 象

方 法 等

階 層 区 分 府 国

0 ,040市町村民税 母子家庭等 3

非課税世帯通

1,740 3,040低所得２ (障害年金1級等)

所

一般 2,040市町村民税 (均等割のみ)

課税世帯施

9,660(8～16万円未満) 9,100

設

9,660(16～23.5万円未満)

0 4,500市町村民税 母子家庭等

非課税世帯入

1,500 7,000低所得２ (障害年金1級等)

所

一般 2,000市町村民税 (均等割のみ)

課税世帯施

9,000 10,300(8～16万円未満)

設

10,300(16～23.5万円未満)

※ 通所施設については、月22日利用の場合

※ 生活保護世帯については、負担０円

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4600障害者支援課 福祉サービス担当

健康福祉－２７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

障害者地域生活支援事業費事 業 名

継 続予 算 額 ８００，５１８千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

障害者の地域生活に対する支援策を実施

２ 事業内容

事 業 内 容

目 的

対 象

方法等

担当課・係名 障害者支援課 企画担当 課・係電話番号 075-414-4611
〃 計画・地域支援担当 075-414-4598
〃 認定・精神担当 075-414-4732
〃 福祉サービス担当 075-414-4596
〃 社会参加担当 075-414-4603

健康福祉－２８

（単位：千円）

予  算  額

● 発達障害者支援事業費 45,500

発達障害者に対する支援・相談を実施

・ 発達障害者支援センター「はばたき」（京田辺市）

・ 圏域支援センター（６箇所）

● 高次脳機能障害者支援事業費 3,800

● 市町村地域生活支援事業費 589,947

● その他の事業 161,271

内             容

府リハビリテーション支援センターにコーディネーターを
配置し、相談（電話・面談）、研修、情報提供及び啓発
等を実施

市町村が実施する相談支援、コミュニケーション支援、
日常生活用具給付事業等に対する補助

ＩＴ活用障害者就労支援事業費、中途失明者指導訓練
事業費、盲ろう者通訳介助員派遣事業費等



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 障害者自立支援医療特別対策費

新規・継続の別 継続予 算 額 １７，０００千円

１ 趣 旨

障害に伴う身体機能の低下を補うために、生命維持に大きく関わる

医療を継続的に受けている身体障害者に対し、医療費を助成

（障害者福祉サービス等利用支援事業の自立支援医療（更生医療）に追加）

２ 対象者及び対象医療

対 象 者 対 象 医 療

呼吸器の機能障害で身体 在宅酸素療法

障害者手帳３級所持者

事 業 内 容 ぼうこう又は直腸の機能 ぼうこう又は直腸の機能障害となった

障害で身体障害者手帳３ 原因疾患及びストマ（人工肛門、人工

目 的 級所持者 ぼうこう）周辺の感染防止等の治療

対 象

方 法 等 ３ 補助対象経費

医療保険適用における本人負担額３割（高齢者１割）

４ 利用者負担

障害者福祉サービス等利用支援事業（自立支援医療）の負担どおり

負 担 上 限 月 額所 得 階 層
（重度かつ継続の区分を適用）

1,250円市町村民 障害基礎年金２級相当

障害基礎年金１級のみ税非課税
上記以外 2,500円

所得割 ３万３千円未満 2,500円

市町村民 所得割 ３万３千円以上 5,000円
税課税 ２３万５千円未満

所得割２３万５千円以上 20,000円

５ 実施主体 市町村

６ 負担割合 府１／２、市町村１／２

担当課・係名 障害者支援課福祉サービス担当 課・係 電話番号 075-414-4596

健康福祉－２９



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

「 ゆ め こ う ば 」 支 援 事 業 費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別２６，５００千円

１ 趣 旨

就労意欲がある障害者に雇用の場を確保するため、障害者雇用を前提に起業した事業所に

助成を行い、障害者雇用を促進

また、障害者の職業能力を開発し、福祉的就労から一般就労への移行を促すために、施設入

所・通所者を対象に就労訓練及び企業実習を実施

事 業 内 容

２ 事 業 概 要

目 的 （１）ゆめこうば支援事業

対 象 事業内容 ・就労指導等を行うジョブパートナーを配置した就労意欲のある５名程度の

方 法 等 障害者のグループ（ゆめこうば）を単位として助成

・新たに「ゆめこうば協議会」を設置し、各グループの連携強化、人材育成

や事業拡大を支援

事業主体 障害者による事業体（授産施設、共同作業所等がバックアップ）

補助対象 ジョブパートナーの人件費等

補 助 率 府１／２ 市町村１／２

事 業 例 喫茶、物流管理、ビルメンテ等

予 算 額 ２３，０００千円

（２）就労訓練支援事業

事業内容 施設に在籍しながら、直接就業につながる就労訓練・企業実習

事業主体 社会福祉法人

補助対象 就労訓練（２ヶ月）、企業実習（20日を上限）に要する経費

補 助 率 府 １０／１０

事 業 例 農作業（花卉の育苗）、家事援助に必要な訓練

予 算 額 ３，５００千円

担当課・係名 障害者支援課 社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4601

健康福祉－３０



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

「府庁ゆめこうば」推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１０，９００千円

１ 趣 旨

障害者の雇用を促進するため、府業務の一部を知的障害者を

雇用する社会福祉法人等に委託

事 業 内 容

２ 事業内容
目 的

業務内容対 象
▲

方 法 等

・本庁における文書仕分け・配布等

・地域機関における庁舎清掃等

雇用人数 全体で５人程度

▲

対象経費

▲

・業務経費

指導員（ジョブパートナー）配置経費・

課・係
担当課・係名 障害者支援課 社会参加担当 075-414-4603

電話番号

健康福祉－３１



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

「ほっとはあと製品」応援事業費事 業 名

１６，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

障害のある人が地域で自立して生活するため工賃の引上げを目指す

※府内の障害者施設(共同作業所含む)の平均工賃：月額約13,000円
（平成19年度）

２ 事業内容

推 進 プ ロ ジ ェ ク ト
事 業 内 容 （構成：学識者、施設・企業関係者、経営コンサル）

応援事業の施策企画立案、進捗状況評価

民目 的
推 進 チ ー ム 間対 象

企方 法 等 （ 、 、 、 ）府 市町村 ほっとはあとセンター 障害者施設団体
業
・
商事業実施・成果確認 事業実施・成果確認
工
団

個別施設への支援 製品販売戦略推進 企業との連携 体

・専門家の施設派遣 ・新商品開発・共同 ・交流会・見学会等

による技術等の向 商品づくり の開催等による連

上 (例) 菓子＋贈答用 携強化

パッケージ

(例)パンづくり職人 ・企業実習

経営コンサル ・販売促進員の設置に

よる販路拡大

支援「ほっとはあと製品 の生産・販売の促進による障害者の自立」

※「ほっとはあと」
仕事を授けるという「授産」のイメージを改めるため、新たな名称として

全国公募し「ほっとはあと」に決定(18年４月)。障害のある方が心を込めて
作った温かみのある製品の新たなブランドとして普及に努めている。

担当課・係名 障害者支援課 社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4603

健康福祉－３２
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平成２１年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 自殺対策推進事業費

新規・継続の別 継続（拡充）予 算 額 ４，７３８千円

１ 趣 旨
自殺対策基本法及び自殺対策連絡協議会の提言を踏まえ、自殺予防等

に係る取組を推進

２ 事業内容

事 業 内 容

目 的

対 象

方 法 等

担当課・係名 障害者支援課 認定・精神担当 課・係 電話番号 075-414-4732

健康福祉－３３

●

●

構 成 員

協議内容

●

●

●

自殺対策調整員を精神保健福祉総合センターに設置 　　3,018千円

・「こころの健康専門相談窓口」（電話・面接相談）

・消費生活相談等各種相談機関との連携

かかりつけ医に対する研修　　　　　　　　　 400千円

自殺対策連絡協議会の運営　　　　　　　　200千円

医師会、商工会議所、労働局、教育委員会、警察本部等

・自死遺族の会（「こころのカフェきょうと」）

・社会福祉法人　京都いのちの電話

内科等のかかりつけ医に精神疾患の診断・治療技術の向上を図る研
修を実施

自殺予防に係る具体的な取組の方向性　等

企業労務担当者等に対する研修　　　　　　500千円

企業や団体の研修講師として臨床心理士を派遣

団体活動への支援　　　　　　　　　　　　 　　620千円

新



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

第６２回全国盲人福祉大会開催助成費事 業 名

２，０００千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

全国の視覚障害者が一堂に会し、視覚障害者を取りまく諸問題につ

いて議論し、自立と社会参加の実現を目指すため京都で開催される

第６２回全国盲人福祉大会に助成する。

事 業 内 容

目 的

２ 大会概要対 象

方 法 等

日 時 平成２１年５月２５日（月）～２７日（水）

場 所 国立京都国際会館 他

主 催 社会福祉法人 日本盲人会連合

社団法人 京都府視覚障害者協会

大会概要 盲人福祉大会（表彰、運動方針決議）

分科会（バリアフリー、職業 等）

担当課・係名 障害者支援課 社会参加担当 課・係 電話番号 075-414-4603

健康福祉－３４



平成２１年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

事 業 名 「 高 齢 者 見 守 り 隊 」 事 業 費

新規・継続の別 継続予 算 額 ２３，０００千円

地域の隅々まで目が届きにくい状況や、地域のつながりの希薄

目 的 化、社会的孤立・孤独等が発生している中で、地域の様々な団体や

地域住民とともに、地域を支えていく新たな仕組みづくりを支援

市町村社協を軸として、地域のボランティアグループやＮＰＯ、様々

な団体、地域住民と協働して、地域の高齢者の見守り活動や地域住

事業内容 民のニーズに対応したインフォーマル（制度外）サービス提供の仕組

目 的 事 業 みづくりを行う。

対 象 内 容

活動例方 法 等

▲
各団体の協働、連携による

・地域の高齢者等の見守り活動、配食サービス等

・ふれあいサロン、ミニデイサービス等の運営

・家具の移動、大掃除、買物代行等日常生活の助け合い活動

・活動の担い手養成講座、小地域での相談窓口の開設

・要配慮者見守りマップ等の作成

支援内容

▲

府社協への補助金

（25市町村社協への事業費助成及び府社協活動事務費）

ネットワーク構築及び活動の立ち上げ、インフォーマル※

サービスの立ち上げ等の経費

実施社協 全市町村社協（⑳～本格実施）

▲

担当課・係名 福祉・援護課 課・係 電話番号 075-414-4551

地域福祉 福祉のまち推進担当･

健康福祉―３５



健康福祉部

１　趣旨
　民間社会福祉施設の人材確保や多様な福祉ニーズ等、様々な課題に対応でき

るよう積極的に支援することにより、利用者へのサービス向上を図る。

２　事業概要

民間社会福祉施設に対し、

「運営基礎」、「人材確保等」、「多様なニーズへの対応」の

３段階での補助メニューにより支援
（単位：千円）

・音楽療法、園芸療法の実施

　

・身体拘束ゼロを目指した施設、設備改善

　 ・家族介護教室の実施

①労働環境の整備の促進

　・育休、介護休暇時の補充職員確保

　・健康診断、業務省力化機器の購入

②離職防止等の対策

　・メンタルヘルス対策、介護福祉士等の資格取得

③新たな人材確保の促進

　・学校と連携した福祉教育、実習生の受入促進

　・施設サービスのＰＲ　　　　　　　　　　　　　　　等

運営基礎支援

施設経営安定のための基礎的な補助

　

　　福祉施設人材確保・サービス向上補助金（一部再掲）

健康福祉－３６

事業内容

方法等

対 象

目 的

担当課・係名 介護・福祉事業課　振興担当 課・係電話番号 075-414-4561

　計

　　　　　５００，０００千円 新規・継続の別 継続

500,000

200,000

　

200,000

・スキルアップのための実践的研修、代替職員
    確保

　　　　　支援

人材確保強化等

補助メニュー 事業費

多様なニーズ

「多様化する福祉
ニーズへの対応」
を目的とした補助

＜提案型＞

　への対応支援 ・知的障害者、高齢者向けのスヌーズレンルーム
　（精神を安定させる部屋）の整備

・地域との交流事業（フォーラム、スポーツ
  大会等)の開催                      等

人材確保、職員資
質向上、利用者本
位の経営改善等を
目的とした補助

平成２１年度当初予算案主要事項説明

事業名

予算額

具体的な事業例

・排泄ケアなどの処遇向上のための研究会等の実施

課
題
対
応
支
援

100,000



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

医療・介護・福祉連携推進事業費事 業 名

新 規予 算 額 １，０００ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

在宅介護・在宅療養を行う高齢者が必要な医療・介護サービスを

一体的・重層的に切れ目なく受けられるようにするため、各地域に

おける医療・介護・福祉が連携した在宅ケア体制の構築を推進

事業内容

２ 事業概要

目 的

対 象 医療・介護・福祉の関係者が高齢者の情報を共有し、一体的・重

方法等 層的な医療・介護サービスの提供を行う体制の構築を図るため、

府内で共通して利用できる「連携ツール」の検討・開発を行い、各

市町村（地域包括支援センター等）での活用を図る

担当課・担当 高齢者支援課 介護計画・管理担当 課・担当電話番号 075-414-4578

健康福祉－３７



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 特別養護老人ホーム等緊急整備事業費

新規・継続の別 継 続予 算 額 ８３８，７５０千円

１ 目 的

介護保険制度の円滑な運営に向け、必要なサービスが提供

できるよう特別養護老人ホーム等の整備を積極的に支援

２ 事業概要事業内容

区 分 施設種別（定 員） 対象施設

増 築 特別養護老人ホーム 50→100人 亀 岡 園（ ）

目 的 改 築 ショートステイベッド (4→20人 （亀岡市））

対 象

方法等 （仮称）第二天神の杜
創 設 特別養護老人ホーム（60人）

（長岡京市）

（名称未定）
創 設 老人保健施設 （150人）

（舞鶴市）

（名称未定）
創 設 老人保健施設 （100人）

（長岡京市）

（名称未定）
創 設 老人保健施設 （50人）

（精華町）

特別養護老人ホーム （160人）

ショートステイベッド（ 20人） ５施設

老人保健施設 （300人）

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4574高齢者支援課 福祉サービス担当

健康福祉－３８



平成２１年度 当初予算案主要事項説明

健康福祉部

事 業 名 後期高齢者医療保険料軽減事業助成費

予 算 額 ７８，６５０千円 継 続新規・継続の別

１ 趣 旨

保険料の負担増を軽減するとともに、後期

高齢者の健診受診を促進するため、府独自に

保険料軽減事業を実施

事 業 内 容

２ 内 容目 的

後期高齢者医療広域連合が実施する健診経対 象

費保険料部分への支援方 法 等

075-414-4576担当課・係名 課･係 電話番号医療保険課 高齢者・福祉医療担当

健康福祉－３９



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

在宅重症難病患者療養支援事業費事 業 名

小児慢性特定疾患児家庭支援事業費

継 続予 算 額 ５０，９４０千円 新規・継続の別

１ 趣 旨
難病患者、小児慢性特定疾患患者等の負担軽減を図り、安心して療

養生活を送ることができるよう支援

２ 事業概要

在宅重症難病患者 小児慢性特定疾患患者

●専用相談窓口の設置

各保健所（平日 8:30～17:30）に総合相談窓口設置事業内容

●ネットワーク会議の開催 ●医師等による専門相談

目 的

・難病拠点病院・協力病院、京 ・各保健所で家庭での看護方対 象

都市、保健所等により各医療 法、精神的支援など方 法 等

圏の医療資源情報等を共有 （年2～3回程度）

●受入体制の整備 ●気軽に相談できる体制づくり

・病変時等に円滑に入院できる ・ピアカウンセラーを通じ

よう病院に委託 て、保護者同士が交流

契約病院

（難病拠点・協力病院等）

●日常生活用具・医療用具の購

●療養生活用機器の貸出 入助成

・歩行支援用具、吸入器等

・試用・研修用機器を難病相談

・支援センターに配備し、難

病患者等に貸出

（参 考）

医療費に対する府助成

▲

特定疾患治療研究事業費 21予算額 2,595,552千円

小児慢性特定疾患対策費 〃 302,194千円

担当課・係名 健康対策課 疾病対策担当 課･係 電話番号 075-414-4725

こども未来課 子育て支援担当 075-414-4727

健康福祉－４０



健康福祉部

１　趣旨

２　事業概要

▲
▲

▲

平成２１年度当初予算案主要事項説明

事業名

予算額 ３２０，０００千円 新規・継続の別 継続

肝 炎 対 策 費

課・係電話番号 075-414-4734

○ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）を早期に発見するため、検
　査体制を強化

○ウイルス性肝炎治療に効果が高いインターフェロン治療に
　係る医療費を助成することにより、早期治療、肝がんの予
　防を図る。

患者

内　　容

1,546

　Ｂ型及びＣ型ウイルス肝炎のインターフェロン
治療に係る医療費の助成

  保健所、医療機関における肝炎無料検査

事業内容

方法等

対 象

目 的

  肝炎診療の充実及び向上等に係る協議

318,119

国
１／２

府
１／２

３０％

健康福祉－４１

担当課・係名 健康対策課　感染症担当

（単位：千円）

健康保険（国保等）負担

335肝炎対策協議会の開催

負担

公費助成

肝炎検査の実施

医療費の助成

７０%

事業費



健康福祉部

１　趣旨

２　事業概要

　

（単位：千円）

健康福祉－４２

担当課・係名 健康対策課　感染症担当 課・係電話番号 075-414-4734

項　目 予算額

35,145

64,800

目 的

対 象

方法等

 防護具の整備

平成２１年度当初予算案主要事項説明

事業名 新型インフルエンザ対策事業費

事業内容

予算額 ３６６，３３５千円 新規・継続の別 新規

265,390 タミフル等の備蓄

合　計

 人工呼吸器の整備

 協議会開催等 1,000

366,335

協力医療機関に人工呼吸器各１台を整備

・国と都道府県が各1,463万人分を追加
備蓄
（京都府分（３０万人）を３箇年（H21～
H23）で備蓄）

専門家会議の開催、研修、説明会等の実
施など

事業概要

協力医療機関にゴーグル、マスクなど各
330セット分を整備

　抗インフルエンザウイルス薬（タミフル等）の追加備蓄等、医
療の確保を図るとともに、患者の入院・治療に当たる医療機関に
おける医療用防護具等の整備に係る経費を助成することにより、
パンデミックに対応する医療体制の充実を図る。



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

救急医療提供体制整備促進事業費事業名

継 続予算額 ２４，５００ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

府内の救急医療体制の充実を図るため、心臓・脳疾患等による救急搬

送患者の増加等に対応できる専門性の高い医師や看護師、特定行為認定

救急救命士の養成に対して支援

２ 事業内容事業内容

【医師・看護師】

病院が負担する医師・看護師の専門資格取得等に要する費用に対し助成

補助基準額 医 師１人当たり ４００千円目 的

看護師１人当たり ７００千円対 象

補 助 率 １ ／３方 法 等

対 象 病 院 救急告示病院

【認定救急救命士】

気管挿管等の特定行為を行える救急救命士の養成実習を行う病院に対

する助成

補助基準額 １病院当たり ７３５千円

負 担 割 合 国 １／２、 府 １／２

対 象 病 院 公立、公的、民間病院（救命救急センター除く）

医療課 地域医療担当 075-414-4744担当課・係名 課・係直通電話番号

健康福祉－４３



平成２１年度当初予算案主要事項説明
健康福祉部

看 護 職 確 保 定 着 対 策 事 業 費事 業 名

新規・継続予 算 額 ７，０００ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

看護職の確保定着のため、新人看護師や中堅看護師に対する研修、助

産師の再就業に向けた研修等を実施

２ 事業内容

(1) 看護職確保支援事業事業内容

看護学生等に対して、就業フェアを開催

(2) 看護職定着支援事業

① 新規採用看護師を対象にした宿泊研修、卒後３年目までの看護

師、助産師を対象とした看護技術習熟研修等の実施

② 看護職管理者及び教育担当者を対象とした、職場の環境整備や

新人指導・教育のあり方等の研修を実施

③ 中堅看護師、看護師長を対象としたワーク・ライフ・バランス

研修を実施

(3) 潜在助産師等再就業支援事業

未就業の助産師及び助産師免許を持つ看護師に対して、最新の助

産に関する知識・技術の研修を実施

(4) 助産師再就業促進事業運営協議会の開催

医師会、看護協会、助産師会等関係団体の代表者による協議会で

再就業促進事業計画を立案・評価

担当課・係名 課・係直通電話番号 075-414-4746医療課 医務・看護担当

健康福祉－４４



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

在宅医療連携体制整備推進事業費事業名

継 続予算額 １９，１７０ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

高齢化の進展等に伴い、今後需要の増大が見込まれる在宅医療につい

て地域における体制づくりを推進

２ 事業内容
事業内容

(1) 地域における在宅医療の強化 ＜９，１７０千円＞

ア 地域医療連携推進協議会開催費目 的

対 象

参 加 団 体 各保健所、地域の医療関係機関方 法 等

事 業 目 的 地域における医療連携体制の構築

協議内容例 医療機関どうしの情報共有推進による切れ目のないサービ

ス提供の実施

イ 在宅医療サポート事業費

事 業 主 体 京都府（京都府医師会に委託）

事 業 目 的 在宅医療を担う開業医等の確保

事 業 内 容 地域におけるチーム医療（複数の医師による医療提供）の

導入などを推進するための研修会や事例検討会

(2) 訪問看護ステーション支援事業費 ＜１０，０００千円＞

補 助 対 象 新設又は既設の訪問看護ステーション

・新規に開設する訪問看護ステーションの初度備品整備に対して助成事 業 内 容
・既設の訪問看護ステーションが看護師を増員した場合に自動車購入助成

医療課 医務・看護担当 075-414-4749担当課・係名 課・係直通電話番号

健康福祉－４５



平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

ドクターヘリ導入準備費事 業 名

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

救急医療体制の整備・充実のため、平成２２年度のドクターヘリ運

航を目指し、兵庫県、鳥取県と共同により導入準備を推進

２ 事業内容

事業内容 府北部地域を中心に運航するために必要となる離発着場の選定調査

及び関係機関との運航調整や実地訓練の実施

【離発着場の選定調査 （3,150千円）】

府北部地域を中心に約７０箇所の離発着場を選定

【運航調整、実地訓練等 （1,850千円）】

○ドクターヘリ導入検討会の開催

搬送要請基準の作成等関係機関や兵庫県、鳥取県との導入調整

○北部地域ドクターヘリ運航協議会（仮称）の開催

運航に携わる医療機関、消防機関、行政等の導入調整

○デモフライト等の実地訓練

ドクターヘリと消防機関等が連携を図り効果的に運航するために

必要な実地訓練・研修等

医療課 地域医療担当 075-414-4744担 当 課 ・ 係 名 課・係直通電話番号

健康福祉ー４６



- 1 -

平成２１年度当初予算案主要事項説明

健康福祉部

京都府医師会館整備費補助金事 業 名

予 算 額 １２４，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

社団法人京都府医師会が行う、医師等教育・研修施設及び医療情

報提供施設の整備に対し助成することにより、より安心・安全で質

の高い医療の提供を図る

事業内容

２ 事業概要

事業主体 社団法人京都府医師会

事業内容 京都府医師会館の新築整備費用に対する補助

設置場所 京都市中京区西ノ京拇尾町２番地１５

（ＪＲ二条駅南側）

工 期 平成２１年度～平成２２年度

医療課 医務・看護担当 075-414-4746担 当 課 ・ 係 名 課・係直通電話番号

健康福祉ー４７



- 5農林水産

平成２１年度当初予算案主要事項説明

健 康 福 祉 部

農 林 水 産 部

きょうと「食の安心・安全」確保事業費事 業 名

予 算 額 ２１，８０４千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨

多発する食品偽装や残留農薬等、府民の食への不安が高まる中、関係

部局が連携し、食品表示の適正化、食品衛生監視指導等を強化すること

により、府民の食への信頼を回復する

２ 事業内容

○ 食品表示パトロール（新規：３，０００千円）

産地偽装など食品表示に関する事件が多発する中、関係職員（農林水事業内容

産・健康福祉・府民生活）が合同巡回調査を実施することにより、違反

事実に効率的かつ迅速に対応し、食の安心・安全を確保する。目 的

対 象

○ 食品衛生監視指導（継続：１３，９９３千円）方法等

食品衛生推進員「京の食＜安全見はり番＞」等による食中毒予防等自

主衛生管理の推進、事業者への監視・指導体制や残留農薬、添加物等の

検査体制を充実し、食の安心・安全を確保する。

○ 食品検査（継続：４，８１１千円）

府内に流通している食品の検査を行い、食の安心・安全を確保する。

０７５－４１４－４７７３健康福祉部生活衛生課食品衛生担当
担当課・係名 電話番号

０７５－４１４－５６５４農林水産部食の安心・安全推進課食の安全担当

健康福祉ー４８




